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(57)【要約】
【課題】収容部材に対して押出部材を容易に装着するこ
とが可能な押出器具を提供すること。
【解決手段】押出器具であって、収容部材と押出部材（
２００）とを備え、収容部材は、収容部と受入部（１２
０）と吐出部とを有し、押出部材（２００）は、押出軸
部（２２０）と、それぞれが押出軸部（２２０）の外周
面のうち押出軸部（２２０）の周方向に互いに離間する
部位から軸直交方向について外向きに突出するとともに
受入部（１２０）の内周面に対して圧接可能な複数の圧
接部（２５０）と、を有し、各圧接部（２５０）は、押
出軸部（２２０）の先端部（２２１）が押出方向に沿っ
て受入部（１２０）内に挿入されてから当該先端部（２
２１）が所定ストローク挿入される間、受入部（１２０
）の内周面に対して同時に圧接し続ける形状を有するこ
と。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　収容体を押し出すことが可能な押出器具であって、
　前記収容体を収容するとともに当該収容体を吐出することが可能な収容部材と、
　前記収容部材から前記収容体を押し出すための押出部材と、を備え、
　前記収容部材は、筒状の内周面を有しており前記収容体を収容する収容部と、前記収容
部の中心軸方向について当該収容部の一端側に接続されており前記押出部材を受け入れ可
能な内周面を有する受入部と、前記収容部の中心軸方向について当該収容部の他端側に接
続されており前記収容体を吐出する吐出部と、を有し、
　前記押出部材は、前記収容部の一端側から他端側に向かう押出方向に沿って前記受入部
を通じて前記収容部内に挿通されることが可能な筒状の外周面を有しかつ前記収容体を押
し出し可能な形状を有する押出軸部と、それぞれが前記押出軸部の外周面のうち当該押出
軸部の周方向に互いに離間する部位から当該押出軸部の中心軸方向と直交する軸直交方向
について外向きに突出するとともに前記受入部の内周面に対して圧接可能な複数の圧接部
と、を有し、
　各圧接部は、前記押出軸部の前記押出方向の先端部が前記押出方向に沿って前記受入部
内に挿入されてから当該先端部が所定ストローク挿入される間、前記受入部の内周面に対
して同時に圧接し続ける形状を有する、押出器具。
【請求項２】
　請求項１に記載の押出器具において、
　前記複数の圧接部は、３以上の圧接部を有し、
　各圧接部は、前記押出軸部のうち前記押出軸部の周方向に互いに１８０度未満の間隔で
離間する部位に設けられている、押出器具。
【請求項３】
　請求項２に記載の押出器具において、
　各圧接部は、前記押出軸部のうち前記押出軸部の周方向に互いに等間隔で離間する部位
に設けられている、押出器具。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれかに記載の押出器具において、
　各圧接部の前記押出方向の寸法は、前記受入部の内周面の前記押出方向の寸法よりも大
きく設定されており、
　前記収容部の内周面は、前記押出軸部が前記押出方向に沿って変位する間に各圧接部か
ら前記軸直交方向に離間する形状を有する、押出器具。
【請求項５】
　請求項４に記載の押出器具において、
　前記収容部材は、前記収容部内に配置されており前記押出軸部に前記押出方向に押圧さ
れることによって前記収容体を前記押出方向に押圧可能な収容体押圧部材をさらに備え、
　前記収容体押圧部材は、前記押出方向に沿って前記押出軸部に押圧される間に前記収容
部の内周面と密着し続ける外周面を有する密着部と、前記密着部につながっており前記押
出軸部の先端部と嵌合可能な形状を有する嵌合部と、を有する、押出器具。
【請求項６】
　請求項５に記載の押出器具において、
　前記収容体押圧部材は、当該収容体押圧部材の前記押出方向の先端部が前記収容部内の
収容体と接触する位置に配置されており、
　各圧接部は、前記押出軸部の前記押出方向の先端部が前記嵌合部に嵌合するまで前記受
入部の内周面に対して同時に圧接し続ける形状を有する、押出器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、収容体を押し出すための押出器具に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、収容部材に収容された収容体を押出部材によって収容部材から押し出すための押
出器具が知られている。例えば、特許文献１には、流動性材料（以下、「収容体」という
。）を収容する筒状本体（以下、「収容部材」という。）と、収容体を収容部材から押し
出すためのプランジャ（以下、「押出部材」という。）と、を備える押出器具が開示され
ている。
【０００３】
　収容部材は、収容体を収容する円筒状の収容部と、収容体を吐出するための吐出部と、
を有している。押出部材は、収容部の外径よりも大きな内径を有する円筒状の外側スリー
ブと、収容部の内径よりも小さな外径を有し収容部内の収容体を押し出すための押出軸部
と、を有している。
【０００４】
　この押出器具の使用時には、まず、収容部材に対して押出部材が装着される。具体的に
、収容部から吐出部に向かう押出方向に沿って押出軸部が収容部外から収容部内に所定ス
トロークだけ挿入される。そして、その状態で外側スリーブが前記押出方向に押し込まれ
ることにより、前記押出軸部が収容部内の収容体を吐出部に向かって押し込み、これによ
り収容体が吐出部から吐出される。この収容体は、例えば便器の内面に付着するように吐
出される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表２００９－５００２５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載されるような押出器具では、特に収容部材に対する押出部材の装着時
に、収容部材に対する押出部材のがたつきに起因して押出部材の収容部材に対する挿入姿
勢を安定させることが困難となる場合がある。具体的に、押出軸部の外径が収容部の内径
よりも小さく設定されているため、収容部材に対する押出部材の装着時に、押出軸部の収
容部に対する当該収容部の中心軸と直交する軸直交方向への変位や、押出軸部の中心軸の
収容部の中心軸に対する傾きが生じやすく、これにより前記装着時における押出軸部の収
容部材に対する挿入姿勢が不安定となる。
【０００７】
　本発明の目的は、収容部材に対して押出部材を容易に装着することが可能な押出器具を
提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するために、収容部の内径と押出軸部の外径とを等しく設定することが
考えられる。しかしながら、そのようにすると、前記装着時における収容部と押出軸部と
の接触面積が大きくなるので、押出軸部を収容部内へ挿入する際の抵抗が著しく大きくな
り、かえって前記装着が困難となるおそれがある。
【０００９】
　そこで、本発明は、収容体を押し出すことが可能な押出器具であって、前記収容体を収
容するとともに当該収容体を吐出することが可能な収容部材と、前記収容部材から前記収
容体を押し出すための押出部材と、を備え、前記収容部材は、筒状の内周面を有しており
前記収容体を収容する収容部と、前記収容部の中心軸方向について当該収容部の一端側に
接続されており前記押出部材を受け入れ可能な内周面を有する受入部と、前記収容部の中
心軸方向について当該収容部の他端側に接続されており前記収容体を吐出する吐出部と、
を有し、前記押出部材は、前記収容部の一端側から他端側に向かう押出方向に沿って前記
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受入部を介して前記収容部内に挿通されることが可能な筒状の外周面を有しかつ前記収容
体を押し出し可能な形状を有する押出軸部と、それぞれが前記押出軸部の外周面のうち当
該押出軸部の周方向に互いに離間する部位から当該押出軸部の中心軸方向と直交する軸直
交方向について外向きに突出するとともに前記受入部の内周面に対して圧接可能な複数の
圧接部と、を有し、各圧接部は、前記押出軸部の前記押出方向の先端部が前記押出方向に
沿って前記受入部内に挿入されてから当該先端部が所定ストローク挿入される間、前記受
入部の内周面に対して同時に圧接し続ける形状を有する、押出器具を提供する。
【００１０】
　本発明では、収容部材に対する押出部材の装着時に、すなわち、押出軸部の先端部が押
出方向に沿って受入部内に挿入されてから当該先端部が所定ストローク挿入される間に、
押出軸部の全周のうちの複数の箇所で各圧接部が受入部の内周面に対して同時に圧接し続
けるので、押出部材を収容部材に装着する際の抵抗の著しい増大を抑制しながら、収容部
材に対する押出部材の前記軸直交方向への変位（がたつき）や、押出軸部の中心軸の収容
部の中心軸に対する傾きを抑制することができる。よって、特に不安定となりやすい装着
時の収容部材に対する押出部材の挿入姿勢が安定する。
【００１１】
　この場合において、前記複数の圧接部は、３以上の圧接部を有し、各圧接部は、前記押
出軸部のうち前記押出軸部の周方向に互いに１８０度未満の間隔で離間する部位に設けら
れていることが好ましい。
【００１２】
　このようにすれば、前記装着時における収容部材に対する押出部材の挿入姿勢が一層安
定する。
【００１３】
　具体的に、各圧接部は、前記押出軸部のうち前記押出軸部の周方向に互いに等間隔で離
間する部位に設けられていることが好ましい。
【００１４】
　このようにすれば、前記装着時における収容部材に対する押出部材の挿入姿勢がさらに
安定する。
【００１５】
　また、本発明において、各圧接部の前記押出方向の寸法は、前記受入部の内周面の前記
押出方向の寸法よりも大きく設定されており、前記収容部の内周面は、前記押出軸部が前
記押出方向に沿って変位する間に各圧接部から前記軸直交方向に離間する形状を有するこ
とが好ましい。
【００１６】
　このようにすれば、前記装着時における収容部材に対する押出部材の挿入姿勢が安定す
るとともに、各圧接部が受入部を通過した後における押出部材の前記押出方向に沿った押
込操作時の挿入抵抗の増大を抑制することができる。具体的に、各圧接部の押出方向の寸
法は、受入部の内周面のそれよりも大きく設定されており、収容部の内周面は、押出軸部
が押出方向に沿って変位する間に各圧接部から軸直交方向に離間する形状を有するので、
複数の圧接部は、前記装着時において受入部を通過する間は当該受入部の内周面に対して
同時に圧接する一方、受入部を通過した後の押込操作時には収容部の内周面に対して同時
に圧接しない。よって、前記装着時における収容部材に対する押出部材の挿入姿勢が安定
し、かつ、各圧接部が受入部を通過した後の押込操作時における押出部材の収容部内への
挿入抵抗の増大が抑制される。
【００１７】
　この場合において、前記収容部材は、前記収容部内に配置されており前記押出軸部に前
記押出方向に押圧されることによって前記収容体を前記押出方向に押圧可能な収容体押圧
部材をさらに備え、前記収容体押圧部材は、前記押出方向に沿って前記押出軸部に押圧さ
れる間に前記収容部の内周面と密着し続ける外周面を有する密着部と、前記密着部につな
がっており前記押出軸部の先端部と嵌合可能な形状を有する嵌合部と、を有することが好
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ましい。
【００１８】
　このようにすれば、押出軸部の先端部が嵌合部に嵌合した後における押出部材の押込操
作時に、押出部材が当該押出部材のうち前記押出方向に互いに離間する２箇所で収容部材
により支持されるので、押込操作時の押出部材の姿勢が安定する。具体的に、押出軸部の
先端部が嵌合部に嵌合した後における押出部材の押込操作時に、押出軸部の先端部は、収
容体押圧部材の嵌合部及び密着部を介して収容部に密着し、かつ、押出軸部の他の部位の
一部は受入部に接するので、収容部材に対する押出部材の前記軸直交方向への変位や、押
出軸部の中心軸の収容部の中心軸に対する傾きが抑制される。
【００１９】
　さらにこの場合において、前記収容体押圧部材は、当該収容体押圧部材の前記押出方向
の先端部が前記収容部内の収容体と接触する位置に配置されており、各圧接部は、前記押
出軸部の前記押出方向の先端部が前記嵌合部に嵌合するまで前記受入部の内周面に対して
同時に圧接し続ける形状を有することが好ましい。
【００２０】
　このようにすれば、押出軸部の先端部が受入部内に挿入されてから収容体押圧部材の嵌
合部に嵌合するまでの間の押出部材の収容部材に対する挿入姿勢が安定する。
【発明の効果】
【００２１】
　以上のように、本発明によれば、収容部材に対して押出部材を容易に装着することが可
能な押出器具を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施形態の押出器具の斜視図である。
【図２】粘着体カートリッジの斜視図である。
【図３】押出器具を載置台に載置した状態を示す斜視図である。
【図４】図３の各突起を通る面での断面図である。
【図５】規制部の斜視図である。
【図６】図５と異なる角度における規制部の斜視図である。
【図７】吐出部の斜視図である。
【図８】吐出部の底面図である。
【図９】図８のＩＸ－ＩＸ線での断面図である。
【図１０】押出部材の正面図である。
【図１１】図１０のＸＩ－ＸＩ線での断面図である。
【図１２】押出部材の収容部材に対する装着時を示す斜視図である。
【図１３】図１２の正面図である。
【図１４】図１３のＸＩＶ－ＸＩＶ線での断面図である。
【図１５】図４のＸＶ－ＸＶ線での断面図である。
【図１６】１次挿入突起と規制部とが特定の角度関係にある状態を示す斜視図である。
【図１７】図１６の１次挿入突起を通る面での断面図である。
【図１８】図１７のＸＶＩＩＩ－ＸＶＩＩＩ線での断面図である。
【図１９】図４のＸＩＸ－ＸＩＸ線での断面図である。
【図２０】図１７のＸＸ－ＸＸ線での断面図である。
【図２１】吐出部から収容体が吐出された状態を示す側面図である。
【図２２】吐出部から収容体が吐出された状態を示す側面図である。
【図２３】収容体が被付着面に付着することにより形成された付着体の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の一実施形態の押出器具について、図１～図２３を参照しながら説明する。
【００２４】
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　本押出器具は、図１、図３、図４に示されるように、収容部材１００と、押出部材２０
０と、を備えている。収容部材１００は、収容体４００（図２１を参照）を収容するとと
もに当該収容体４００を吐出することが可能な形状を有している。押出部材２００は、収
容部材１００に収容された収容体４００を収容部材１００から複数回に分けて押し出すこ
とが可能な形状を有している。
【００２５】
　本実施形態では、収容部材１００には、収容体４００として、流動性を有するとともに
便器の内面等の被付着面Ｓ（図２１、図２２を参照）に付着可能な粘着体４００が収容さ
れている。具体的に、粘着体４００は、便器の内面に付着可能なゲル強度（２５℃で２０
０～２０００ｍＮ程度が好ましい。）を有している。なお、ゲル強度は、レオメーター（
株式会社サン科学製、ＣＲ－５００ＤＸ、データ解析ソフトとしてＲＨＥＯ　ＤＡＴＡ　
ＡＮＡＬＩＺＥＲ　ｆｏｒ　ｗｉｎ）を使用して定深度測定法によって測定される。測定
方法としては、アダプターの直径を２０ｍｍ、貫入速度を６０ｍｍ／ｍｉｎ、設定距離（
貫入の深さ）を２０ｍｍとし、マヨネーズ瓶（柏洋硝子株式会社製、Ｍ－７０）にサンプ
ル５０ｇを入れ、２４時間経過後に測定する。このとき測定された最大荷重をゲル強度と
する。この粘着体４００には、芳香成分や洗浄成分等を含む薬剤が含まれている。ただし
、収容部材１００には、収容体４００として、食品や化粧品等の上記粘着体４００とは異
なるものが収容されてもよい。
【００２６】
　図２は、粘着体カートリッジ２０を示している。粘着体カートリッジ２０は、収容部材
１００と、この収容部材１００に収容された収容体４００（粘着体４００）と、収容部材
１００に対して着脱自在に装着可能なキャップ５００と、を有している。なお、図２では
、収容体４００の図示は省略されている。
【００２７】
　この押出器具では、押出部材２００によって収容部材１００内からすべての収容体４０
０が押し出されると、収容部材１００は廃棄される一方、押出部材２００は再利用される
ことが可能である。すなわち、収容体４００及び収容部材１００を含む粘着体カートリッ
ジ２０の使用が終了した後（収容部材１００から収容体４００が全て押し出された後）、
別の粘着体カートリッジ２０の使用時に押出部材２００が利用されることが可能である。
また、本押出器具は、図３に示されるように、使用途中において、載置台３００に立てて
保管されることが可能である。
【００２８】
　収容部材１００は、収容部１１０と、規制部１２０と、吐出部１６０と、栓部材１８０
と、を有している。
【００２９】
　収容部１１０は、収容体４００を収容する。本実施形態では、収容部１１０は、円筒状
に形成されている。収容部１１０は、当該収容部１１０の中心軸方向（図４の上下方向）
の一端側（図４の上側）に形成されており規制部１２０を接続するための接続部１１１を
有している。接続部１１１は、収容部１１０の前記一端側の部位のうち当該接続部１１１
以外の部位よりも前記一端側に突出する形状に形成されている。
【００３０】
　規制部１２０は、押出部材２００の収容部１１０内への挿入姿勢を規制（制限）する。
規制部１２０は、収容部１１０の接続部１１１に接続されている。この規制部１２０の詳
細は、後述する。
【００３１】
　吐出部１６０は、収容部１１０に収容されている収容体４００を吐出する部位である。
吐出部１６０は、収容部１１０のうち当該収容部１１０の中心軸方向の他端側（図４の下
側）の部位に接続されている。この吐出部１６０は、当該吐出部１６０から吐出された収
容体４００が被付着面Ｓ（図２１、図２２を参照）に付着することによって形成される付
着体４５０（図２３を参照）として様々な外形を有するものの形成を可能とする形状を有
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する。吐出部１６０は、当該吐出部１６０が被付着面Ｓに当接された状態において、押出
方向に沿って押し出された収容体４００を、吐出方向に沿って吐出する形状を有する。こ
こで、押出方向とは、収容部１１０の中心軸方向について当該収容部１１０の一端側から
他端側に向かう方向（図４の下向き）を指し、吐出方向とは、吐出部１６０内に位置する
収容体４００が被付着面Ｓ上を吐出部１６０の外側に向かう方向を指す。図７～図９に示
されるように、吐出部１６０は、区画部１６１と、接続部１６２と、複数の隙間形成部１
６３と、を有する。
【００３２】
　区画部１６１は、収容体４００を押出方向に沿って被付着面Ｓに向けて流出させるため
の流出口を区画する。具体的に、区画部１６１は、前記流出口を取り囲む内周面を有して
いる。本実施形態では、この内周面の内径は、収容部１１０の内径よりも小さく設定され
ている。
【００３３】
　接続部１６２は、収容部１１０の押出方向の先端部と区画部１６１とを接続する。図９
に示されるように、接続部１６２は、押出方向に向かうにしたがって次第に当該接続部１
６２の内周面の径を小さくする形状に形成されている。
【００３４】
　複数の隙間形成部１６３は、接続部１６２の押出方向の先端部に接続されている。複数
の隙間形成部１６３は、図８に示されるように、押出方向と平行な軸Ｏ（区画部１６１の
中心を通る軸）を中心とする周方向に沿って間欠的に並ぶように配置されている。本実施
形態では、６つの隙間形成部１６３が前記周方向に沿って等間隔で並ぶように配置されて
いる。ただし、隙間形成部１６３の数はこれに限られない。各隙間形成部１６３は、接続
部１６２の押出方向の先端部から押出方向に向かって延びる形状を有する。
【００３５】
　被付着面Ｓ上を吐出方向に沿って収容体４００を吐出する際、被付着面Ｓには、複数の
隙間形成部１６３の押出方向の先端１６４が当接される。つまり、本実施形態では、各隙
間形成部１６３の先端１６４が被付着面Ｓに当接する「当接部１６４」を構成する。より
具体的に、各隙間形成部１６３の先端１６４は、被付着面Ｓに対して面接触可能な平面と
なっており、「当接面」を構成している。図２１及び図２２に示されるように、これら当
接面は、同一平面上に形成されている。これら隙間形成部１６３は、前記周方向に互いに
隣接する隙間形成部１６３間に、当該隙間形成部１６３の先端である当接部１６４（当接
面）が被付着面Ｓに当接した当接状態において押出方向に沿って収容部１１０から押し出
された収容体４００が、前記吐出方向に沿って被付着面Ｓ上を当接部１６４（当接面）よ
りも外側に向かって広がるように吐出されるのを許容する形状を有する隙間Ｃを形成する
形状を有する。
【００３６】
　各隙間形成部１６３は、前記吐出方向と平行な方向（図８の軸Ｏと隙間形成部１６３と
を結ぶ方向）の内側に形成された内側面１６３ａと、同方向の外側に形成された外側面１
６３ｂと、周方向に隣接する隙間形成部１６３と対向する対向面１６３ｃと、を有する。
【００３７】
　内側面１６３ａは、前記吐出方向と反対方向に向かって凸となるように湾曲する形状に
設定されている。
【００３８】
　外側面１６３ｂは、図４及び図７等に示されるように、前記当接状態において被付着面
Ｓに向かうにしたがって次第に内側に（吐出方向と反対方向に）向かうように傾斜する形
状を有している。外側面１６３ｂの押出方向についての後端部は、接続部１６２の外周面
の押出方向についての先端部と滑らかにつながっている。
【００３９】
　対向面１６３ｃは、図８に示されるように、前記吐出方向に向かうにしたがって隙間Ｃ
の周方向の寸法を大きくする形状を有する。本実施形態では、対向面１６３ｃは、前記吐
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出方向に向かうにしたがって、前記軸Ｏを通るとともに内側面１６３ａに接する接線Ｌよ
りも隙間Ｃの周方向の寸法を大きくする形状に設定されている。
【００４０】
　接続部１６２の押出方向の先端部のうち各隙間形成部１６３間に位置する部位は、前記
当接状態において被付着面Ｓと対向する規定面１６５を構成する。規定面１６５は、前記
当接状態において隙間Ｃをおいて被付着面Ｓと対向するとともに当該隙間Ｃを通る収容体
４００に接触する位置で隙間Ｃを規定する。規定面１６５の周方向の両端は、対向面１６
３ｃにつながっている。この規定面１６５は、前記当接状態において前記吐出方向に向か
うにしたがって次第に被付着面Ｓに近付くように傾斜する形状を有している。図９に示さ
れるように、規定面１６５は、隙間形成部１６３の対向面１６３ｃから周方向に離間する
にしたがって次第に押出方向と反対方向に向かうように傾斜する形状を有している。
【００４１】
　図４に示されるように、栓部材１８０は、収容部１１０の中心軸方向について収容部１
１０の一端側の開口を密閉可能な形状を有する。本実施形態では、栓部材１８０は、収容
部１１０内に配置されている。栓部材１８０は、当該栓部材１８０の外周面を収容部１１
０の内周面に密着させながら押出方向に沿って収容部１１０に対して相対変位可能な形状
を有する。この栓部材１８０は、押出方向に押出部材２００で押圧されることによって収
容部１１０に対して相対変位しながら収容体４００を押出方向に沿って押圧する。すなわ
ち、栓部材１８０は、収容体４００を押出方向に押圧する「収容体押圧部材１８０」とし
ても機能する。具体的に、栓部材１８０は、密着部１８１と、嵌合部１８２と、収容体押
圧部１８３と、を有する。
【００４２】
　密着部１８１は、円筒状に形成されており、収容部１１０の内周面に対して密着可能な
外周面を有している。
【００４３】
　嵌合部１８２は、押出部材２００の先端部２１１と嵌合可能な形状を有する。嵌合部１
８２は、密着部１８１の内径よりも小さな外径を有する円筒状に形成されている。嵌合部
１８２は、当該嵌合部１８２の中心軸と密着部１８１の中心軸とが一致する位置で密着部
１８１に接続されている。
【００４４】
　収容体押圧部１８３は、密着部１８１及び嵌合部１８２のそれぞれの押出方向の先端部
に接続されており、密着部１８１の押出方向の開口を全域にわたって閉塞する形状を有し
ている。
【００４５】
　押出部材２００は、回転操作（収容部材１００に対して押出部材２００の中心軸回りに
当該押出部材２００を回転させる操作）と押込操作（収容部材１００に対して押出方向に
沿って押出部材２００を押し込む操作）とを交互に繰り返すことにより収容部材１００か
ら収容体４００を複数回に分けて押し出す部材である。本実施形態では、回転操作の回転
方向は、平面視において右回りに設定されている。図１、図４、図１０等に示されるよう
に、押出部材２００は、把持部２１０と、押出軸部２２０と、複数の押込位置規定部２３
０と、阻止部２４０と、を有する。
【００４６】
　把持部２１０は、操作者が把持するための部位である。把持部２１０は、押出方向に向
かうにしたがって次第に外径が小さくなる筒状に形成されている。この形状は、操作者に
よる把持部２１０を握りやすさを向上させる。
【００４７】
　押出軸部２２０は、把持部２１０の押出方向の先端部から押出方向に沿って延びる形状
を有する。押出軸部２２０は、筒状に形成されており、収容部１１０内の収容体４００を
押し出し可能な形状を有している。本実施形態では、押出軸部２２０は、円筒状に形成さ
れている。押出軸部２２０の外径は、収容部１１０の内径よりも小さく設定されている。
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図３、図１１等に示されるように、押出軸部２２０には、複数の開口２２２が形成されて
いる。本実施形態では、押出軸部２２０に８つの開口２２２が形成されている。各開口２
２２は、押出軸部２２０を当該押出軸部２２０の径方向（厚さ方向）に貫通する形状を有
する。複数の開口２２２は、押出軸部２２０の中心軸方向に互いに離間しかつ押出軸部２
２０の周方向に互いに離間した位置に設けられている。具体的に、８つの開口２２２のう
ちの４つの開口２２２は、押出軸部２２０の中心軸方向に互いに離間しかつ当該押出軸部
２２０の周方向について互いに同じ位置に設けられている。８つの開口２２２のうち残り
の４つの開口２２２は、前記４つの開口２２２から押出軸部２２０の周方向に１８０度離
間しかつ押出軸部２２０の中心軸方向に互いに離間する位置に設けられている。
【００４８】
　図４に示されるように、押出軸部２２０の先端部２２１は、栓部材１８０の嵌合部１８
２に嵌合可能な形状に形成されている。本実施形態では、押出軸部２２０の先端部２２１
は、円筒状に形成されている。具体的に、この先端部２２１の外径は、嵌合部１８２の内
径よりもわずかに大きく設定されている。つまり、押出軸部２２０の先端部２２１が嵌合
部１８２内に圧入されることにより当該先端部２２１が嵌合部１８２に嵌合する。押出軸
部２２０の先端部２２１の外径は、当該押出軸部２２０のうち先端部２２１以外の部位の
外径よりも小さく設定されている。
【００４９】
　各押込位置規定部２３０は、押出軸部２２０に接続されており、当該押出軸部２２０の
収容部材１００に対する押込位置を規定する。本実施形態では、複数の押込位置規定部２
３０は、８つの押込位置規定部２３０を有している。具体的に、各押込位置規定部２３０
は、押出軸部２２０に接続された撓み片２３１と、撓み片２３１に接続された膨出部２３
２と、を有している。
【００５０】
　撓み片２３１は、押出軸部２２０に接続されている。具体的に、撓み片２３１は、当該
撓み片２３１のうち押出軸部２２０の周方向の一端部（図１０の左側の端部）が押出軸部
２２０につながる片持ち梁状に形成されている。撓み片２３１のうち押出軸部２２０の周
方向の他方側（自由端側）の端部には、膨出部２３２が接続されている。撓み片２３１は
、膨出部２３２が押出軸部２２０の中心軸と直交する軸直交方向（径方向）の内向きに変
位するのを許容するように撓み変形（弾性変形）可能な形状を有する。撓み片２３１の押
出軸部２２０の周方向の寸法は、撓み片２３１の押出軸部２２０の中心軸方向の寸法より
も大きく設定されている。
【００５１】
　撓み片２３１は、押出軸部２２０の開口２２２内に位置する形状に設定されている。図
１０及び図１１に示されるように、押出軸部２２０は、開口２２２内に位置する撓み片２
３１のうち押出方向の先端部と当該押出軸部２２０の中心軸方向に対向する先端側対向部
２２３と、開口２２２内に位置する撓み片２３１のうち押出方向の後端部と当該押出軸部
２２０の中心軸方向に対向する後端側対向部２２４と、を有している。図１１に示される
ように、撓み片２３１は、当該撓み片２３１の押出方向の先端部と先端側対向部２２３と
の隙間ｈ１よりも当該撓み片２３１の押出方向の後端部と後端側対向部２２４との隙間ｈ
２を小さくする形状を有する。
【００５２】
　膨出部２３２は、押出軸部２２０の外周面よりも押出軸部２２０の径方向の外向きに膨
出する形状を有する。より具体的には、膨出部２３２は、撓み片２３１が撓み変形してい
ない状態において押出軸部２２０の外周面から径方向の外向きに突出する形状を有する。
押出軸部２２０の中心軸から各膨出部２３２の径方向の外端部までの寸法は、収容部１１
０の半径よりも小さく設定されている。各膨出部２３２は、撓み片２３１の自由端側の端
部に接続されている。つまり、複数の（本実施形態では８つの）膨出部２３２は、押出軸
部２２０の中心軸方向に互いに離間しかつ押出軸部２２０の周方向に互いに離間した位置
に設けられている。具体的に、８つの膨出部２３２のうちの４つの膨出部２３２（以下、



(10) JP 2016-124596 A 2016.7.11

10

20

30

40

50

「第１膨出部群」という。）は、押出軸部２２０の中心軸方向に互いに離間しかつ当該中
心軸方向に互いに重なる位置に設けられており、８つの膨出部２３２のうちの残りの４つ
の膨出部２３２（以下、「第２膨出部群」という。）は、第１膨出部群から押出軸部２２
０の周方向に１８０度離間しかつ互いに押出軸部２２０の中心軸方向に重なる位置に設け
られている。第１膨出部群は、複数の膨出部２３２のうち押出方向について最も先端側に
位置する最先端膨出部２３２ｆ（図１、図１０を参照）を含んでおり、第２膨出部群は、
複数の膨出部２３２のうち押出方向について最も後端側に位置する膨出部２３２を含んで
いる。第２膨出部群に含まれる各膨出部２３２は、第１膨出部群に含まれる各膨出部２３
２から周方向に１８０度離間しかつ押出方向と反対方向に所定寸法離間した位置に設けら
れている。図１０に示されるように、最先端膨出部２３２ｆと押出方向について最先端膨
出部２３２ｆの１つ後方に位置する膨出部２３２（第２膨出部群のうち押出方向について
最も先端側に位置する膨出部２３２）との間の中心軸方向の距離ｔ１は、複数の膨出部２
３２のうち最先端膨出部２３２ｆを除く他の７つの膨出部２３２間の中心軸方向の距離ｔ
２よりも大きく設定されている。複数の膨出部２３２のうち最先端膨出部２３２ｆを除く
他の７つの膨出部２３２間の中心軸方向の距離ｔ２は、互いに等しく設定されている。
【００５３】
　本実施形態では、各膨出部２３２は、第１突出部２３３と、第２突出部２３４と、を有
している。第１突出部２３３は、撓み片２３１のうち当該撓み片２３１の長手方向につい
て基端部（固定端側の端部）とは反対側の先端部（自由端側の端部）に接続されている。
第２突出部２３４は、撓み片２３１のうち前記基端部と前記先端部との間の部位に接続さ
れている。第１突出部２３３の押出軸部２２０の外周面からの突出量は、第２突出部２３
４の押出軸部の外周面からの突出量よりも大きく設定されている。すなわち、第２突出部
２３４は、押出軸部２２０の外周面から径方向の外向きに所定量張り出す「張出部２３４
」を構成し、第１突出部２３３は、張出部２３４よりも径方向の外向きに突出する「突起
２３３」を構成する。
【００５４】
　図４、図１０等に示されるように、各突起２３３は、押出方向に向かうにしたがって押
出軸部２２０の外周面からの突出量が次第に大きくなる形状を有する。また、図１５に示
されるように、各突起２３３は、撓み片２３１の基端部側から先端部側に向かうにしたが
って撓み片２３１からの突出量が次第に小さくなる形状を有する。なお、図１５は、図４
のＸＶ－ＸＶ線での断面図である。
【００５５】
　図１５に示されるように、張出部２３４は、撓み片２３１の基端部から先端部に向かう
にしたがって撓み片２３１からの突出量が次第に大きくなる形状を有する。
【００５６】
　阻止部２４０は、押出軸部２２０の径方向における突起２３３の外端部が押出軸部２２
０の外周面よりも径方向の内側に至るのを阻止する。換言すれば、阻止部２４０は、突起
２３３が押出軸部２２０の外周面よりも内側に完全に没入するのを阻止する。図４、図１
５等に示されるように、阻止部２４０は、押出軸部２２０の内周面から径方向の内側に向
かって突出する形状を有する。阻止部２４０は、押出軸部２２０の中心軸方向に沿って延
びる形状を有する。阻止部２４０は、突起２３３が押出軸部２２０の径方向の内側に向か
って変位したときに、当該突起２３３の前記径方向の外端部が押出軸部２２０の外周面よ
りも径方向の内側に至る前に当該突起２３３の前記周方向（図１８の反時計回りの方向）
の先端部と当接する位置に設けられている。本実施形態では、前記第１膨出部群の各突起
２３３と当接する位置、及び、前記第２膨出部群の各突起２３３と当接する位置に、阻止
部２４０が設けられている。
【００５７】
　ここで、規制部１２０について説明する。規制部１２０は、複数の突起２３３のうち収
容部１１０外に位置しかつ押出方向について最も先端側に位置する１次挿入突起２３３ａ
（図３及び図４を参照）と当該規制部１２０とが押出軸部の中心軸回りについて特定の角
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度関係（図１８の角度関係）になったときに、１次挿入突起２３３ａの押出方向への通過
を許容するとともに、１次挿入突起２３３ａと当該規制部１２０とが押出軸部２２０の中
心軸回りについて前記特定の角度関係とは異なる角度関係（図３、図１５等の角度関係）
のときに、１次挿入突起２３３ａの押出方向への通過を禁止する形状を有する。具体的に
、図５及び図６等に示されるように、規制部１２０は、１次挿入突起２３３ａと規制部１
２０とが前記特定の角度関係とは異なる角度関係のときに１次挿入突起２３３ａを押出方
向と反対方向から受ける形状を有する受け部１２２と、１次挿入突起２３３ａと規制部１
２０とが前記特定の角度関係のときに１次挿入突起２３３ａから前記径方向に退避する形
状を有する回避部１４１と、を含む。規制部１２０は、１次挿入突起２３３ａと当該規制
部１２０との角度関係にかかわらず、押出軸部２２０の押出方向への挿通を許容する形状
を有する。つまり、規制部１２０は、押出軸部２２０を受け入れ可能な「受入部１２０」
を構成する。本実施形態では、規制部１２０は、回避部１４１を含む包囲部１２７と、傾
斜部１３０と、をさらに有している。
【００５８】
　受け部１２２は、１次挿入突起２３３ａと規制部１２０とが前記特定の角度関係とは異
なる角度関係のときに当該１次挿入突起２３３ａを含む膨出部２３２を押出方向と反対方
向から受ける形状を有する。受け部１２２は、略円環状に形成されている。具体的に、受
け部１２２は、押出軸部２２０の挿通を許容しかつ押出方向に膨出部２３２と重なる形状
を有する内側縁部１２１を有するとともに、この内側縁部１２１から前記径方向の外向き
に張り出す形状を有する。内側縁部１２１は、押出軸部２２０の外径よりも大きくかつ押
出軸部２２０の中心軸から張出部２３４の径方向の外端部までの距離よりも小さな内径を
有する円形状の縁部を含む。本実施形態では、受け部１２２は、下段受け部１２３と、上
段受け部１２４と、を有している。
【００５９】
　下段受け部１２３は、１次挿入突起２３３ａと規制部１２０（受け部１２２）とが前記
特定の角度関係にある状態において押出軸部２２０の押出方向への移動に伴って当該１次
挿入突起２３３ａが押出方向に移動したときに、当該移動前において１次挿入突起２３３
ａから押出軸部２２０の周方向に１８０度離間しかつ押出方向について１次挿入突起２３
３ａの１つ後方に位置する２次挿入突起２３３ｂ（前記移動後における１次挿入突起２３
３ａ）を押出方向と反対方向から受ける形状を有する。
【００６０】
　上段受け部１２４は、押出軸部２２０の周方向について下段受け部１２３から離間した
位置でかつ押出方向について下段受け部１２３よりも後方の位置に配置されている。上段
受け部１２４は、下段受け部１２３が前記２次挿入突起２３３ｂ（前記移動後における１
次挿入突起２３３ａ）を受けるのと同時に、当該２次挿入突起２３３ｂから押出軸部の周
方向に１８０度離間しかつ押出方向について当該２次挿入突起２３３ｂの１つ後方に位置
する３次挿入突起２３３ｃ（前記移動後における２次挿入突起２３３ｂ）を押出方向と反
対方向から受ける形状を有する。つまり、上段受け部１２４と下段受け部１２３との押出
方向の距離は、最先端膨出部２３２ｆの突起２３３を除く他の突起２３３間の押出方向の
距離ｔ２に等しく設定されている。
【００６１】
　本実施形態では、下段受け部１２３と上段受け部１２４との段差は、第１段部１２５及
び第２段部１２６により接続されている。第１段部１２５は、平面視において、時計回り
の方向について下段受け部１２３の先端側でかつ上段受け部１２４の後端側の位置に設け
られている。
【００６２】
　包囲部１２７は、押出軸部２２０の挿通を許容する空間を包囲する形状を有する。包囲
部１２７は、前記空間を取り囲む内周面１２７ａを有する。包囲部１２７は、下段受け部
１２３の内側縁部１２１から押出方向に向かって延びる形状を有する下段側包囲部１２８
と、上段受け部１２４の内側縁部１２１から押出方向に向かって延びる形状を有する上段
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側包囲部１２９と、を有している。下段側包囲部１２８は、前記回避部１４１を有してい
る。回避部１４１は、下段側包囲部１２８の内周面１２７ａのうち回避部１４１以外の部
位から前記径方向の外側に向かって窪む形状を有する。回避部１４１は、包囲部１２７の
中心軸方向について下段側包囲部１２８の一端から他端に至るように前記中心軸方向（押
出方向）に沿って連続的に延びる形状を有する。
【００６３】
　傾斜部１３０は、包囲部１２７の押出方向の先端部に接続されている。傾斜部１３０は
、包囲部１２７の押出方向の先端部から押出方向に向かうにしたがって次第に径方向の外
向きに広がるように傾斜する形状を有する。傾斜部１３０は、回避部１４１を除いて周方
向に連続的に延びる形状を有する。本実施形態では、傾斜部１３０は、下段側包囲部１２
８につながる第１傾斜部１３１と、上段側包囲部１２９につながる第２傾斜部１３２と、
を有する。第２傾斜部１３２の押出方向の先端部には、円弧状の円弧部１３３が接続され
ている。この円弧部１３３の周方向の端部は、第１傾斜部１３１の周方向の端部とつなが
っている。
【００６４】
　包囲部１２７の中心から各傾斜部１３１，１３２の径方向の内側の端部までの距離（包
囲部１２７の半径）は、押出軸部２２０の中心軸から突起２３３の径方向の外端部までの
距離よりも小さく設定されている。このため、複数の突起２３３のうち収容部１１０内に
位置する突起２３３は、押出軸部２２０が押出方向と反対方向に変位したときに各傾斜部
１３１，１３２に接触する。つまり、各傾斜部１３１，１３２は、押出軸部２２０が押出
方向と反対方向に変位するときに突起２３３を押出軸部２２０の径方向の内側に向かって
押圧可能な形状を有する「突起押圧部（第１突出部押圧部）」を構成する。また、包囲部
１２７の内径は、栓部材１８０の密着部１８１の外径よりも小さく設定されている。この
ため、規制部１２０は、栓部材１８０の押出方向と反対方向への変位（収容部１１０から
の離脱）を規制する機能をも有する。包囲部１２７の中心から第２傾斜部１３２の径方向
の外側の端部までの距離（円弧部１３３の半径）は、押出軸部２２０の中心軸から突起２
３３の径方向の外端部までの距離よりも大きく設定されている。本実施形態では、第２傾
斜部１３２及び円弧部１３３は、押出軸部２２０が中心軸回りに回転する間（押出部材２
００が回転操作される間）に突起２３３が描く軌跡から径方向に退避する形状を有する。
【００６５】
　本実施形態では、押出部材２００は、複数の圧接部２５０と、隆起部２６０と、脚部２
７０と、をさらに有している。
【００６６】
　各圧接部２５０は、押出部材２００の収容部材１００への装着時に規制部１２０の内周
面１２７ａに対して圧接する。複数の圧接部２５０は、押出軸部２２０の外周面のうち当
該押出軸部２２０の周方向に互いに離間する部位から押出軸部２２０の径方向（軸直交方
向）について外向きに突出するとともに規制部１２０の内周面１２７ａに対して圧接可能
な形状を有する。押出軸部２２０の中心軸から各圧接部２５０の径方向の外端部までの寸
法は、収容部１１０の半径よりも小さく設定されている。本実施形態では、複数の圧接部
２５０は、４つの圧接部２５０を有する。具体的に、４つの圧接部２５０は、押出軸部２
２０の外周面のうち押出軸部２２０の周方向に９０度間隔で離間する部位に接続されてい
る。
【００６７】
　図１４に示されるように、各圧接部２５０は、押出軸部２２０の先端部２２１が押出方
向に沿って規制部１２０内に挿入されてから当該先端部２２１が所定ストローク挿入され
る間、規制部１２０の内周面１２７ａに対して同時に圧接し続ける形状を有する。図１、
図１２、図１３に示されるように、４つの圧接部２５０のうち互いに隣接する２つの圧接
部２５０は、最先端膨出部２３２ｆと押出軸部２２０とを接続する撓み片２３１が位置す
る開口２２２を取り囲む部位から押出方向に沿って延びる形状を有する。４つの圧接部２
５０のうち残りの２つの圧接部２５０は、第２膨出部群のうち押出方向について最も先端
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側に位置する膨出部２３２と押出軸部２２０とを接続する撓み片２３１が位置する開口２
２２を取り囲む部位から押出方向に沿って延びる形状を有する。すなわち、本実施形態で
は、各圧接部２５０は、押出軸部２２０の先端部２２１が押出方向に沿って規制部１２０
内に挿入されてから最先端膨出部２３２ｆが下段受け部１２３に当接するまでの間、規制
部１２０の内周面１２７ａに対して同時に圧接し続ける形状を有する。
【００６８】
　隆起部２６０は、押出軸部２２０の外周面から径方向の外向き隆起する（突出する）形
状を有する。隆起部２６０は、押出軸部２２０の中心軸方向に沿って延びる形状を有する
。隆起部２６０は、押出軸部２２０の外周面のうち第１膨出部群と第２膨出部群との間の
部位に設けられている。本実施形態では、隆起部２６０は、第１隆起部２６１と、第２隆
起部２６２と、を有している。
【００６９】
　図１０に示されるように、第１隆起部２６１は、押出軸部２２０の外周面のうち、平面
視における時計回りの方向について第１膨出部群の後端部と第２膨出部群の先端部との間
の部位に接続されている。第１隆起部２６１は、押出軸部２２０のうち押出方向の後端部
（図１０の上端部）から最先端膨出部２３２ｆよりも当該押出軸部２２０の先端部２２１
側の部位に至るように押出方向に沿って延びる形状を有している。このため、第１隆起部
２６１のうち押出方向の先端部は、押出軸部２２０の周方向に各圧接部２５０と重なる。
つまり、本実施形態では、第１隆起部２６１の前記先端部は、押出部材２００の収容部材
１００への装着時における「圧接部」としても機能する。
【００７０】
　図１３に示されるように、第２隆起部２６２は、押出軸部２２０の外周面のうち、平面
視における時計回りの方向について第１膨出部群の先端部と第２膨出部群の後端部との間
の部位に接続されている。第２隆起部２６２は、押出軸部２２０のうち押出方向の後端部
（図１０の上端部）から最先端膨出部２３２ｆの押出方向の先端部と前記周方向に離間し
た位置まで押出方向に沿って延びる形状を有している。
【００７１】
　本実施形態では、下段側包囲部１２８及び上段側包囲部１２９には、各隆起部２６１，
２６２と係合可能な凹部１４３，１４４が形成されている。各凹部１４３，１４４は、包
囲部１２７の内周面１２７ａのうち当該凹部１４３，１４４以外の部位から前記径方向の
外側に向かって窪む形状を有する。凹部１４３は、包囲部１２７の中心軸方向について下
段側包囲部１２８の一端から他端に至るように前記中心軸方向に沿って連続的に延びる形
状を有し、凹部１４４は、包囲部１２７の中心軸方向について上段側包囲部１２９の一端
から他端に至るように前記中心軸方向に沿って連続的に延びる形状を有する。各凹部１４
３，１４４は、１次挿入突起２３３ａと規制部１２０とが前記特定の角度関係にあるとき
（１次挿入突起２３３ａと回避部１４１とが径方向に並ぶとき）に径方向について各隆起
部２６１，２６２と対向する位置に形成されている。
【００７２】
　各隆起部２６１，２６２は、包囲部１２７の内周面１２７ａ（内側縁部１２１）のうち
凹部１４３，１４４及び回避部１４１以外の部位に対して径方向の外向きに圧接するとと
もに、１次挿入突起２３３ａと回避部１４１とが径方向に並ぶ状態のときに凹部１４３，
１４４内に嵌まり込む形状を有する。本実施形態では、各隆起部２６１，２６２は、１次
挿入突起２３３ａが下段受け部１２３に当接した状態から１次挿入突起２３３ａと規制部
１２０とが前記特定の角度関係になる状態（１次挿入突起２３３ａと回避部１４１とが径
方向に並ぶ状態）まで押出部材２００が押出軸部２２０の中心軸回りに回転される正回転
方向（平面視における時計回りの方向）と逆方向に向かうにしたがって次第に押出軸部２
２０の外周面からの突出量が増加する形状を有する。
【００７３】
　脚部２７０は、押出部材２００の収容部材１００への装着時における押出軸部２２０と
規制部１２０との角度関係を特定するための部位である。脚部２７０は、押出軸部２２０
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のうち第２隆起部２６２から押出方向に離間した部位に形成されている。具体的に、脚部
２７０は、前記部位から押出方向に沿って延びる片持ち梁状に形成されている。脚部２７
０は、押出方向の後端部（固定端側の端部）を支点として押出方向の先端部（自由端側の
端部）が径方向の内側に向かって変位するのを許容する形状を有する。図１４に示される
ように、脚部２７０は、回避部１４１内を押出方向に沿って通過可能な形状を有している
。
【００７４】
　次に、本押出器具の使用方法について説明する。本押出器具の使用時には、まず、収容
部材１００に対して押出部材２００が装着される。そして、回転操作と押込操作とを交互
に繰り返すことにより、収容部材１００から収容体４００が複数回に分けて押し出される
。具体的に、収容体４００の押出しは、１度の回転操作と１度の押込操作により達成され
る。複数回の押出しが終了すると（収容部材１００内の収容体４００が全て押し出される
と）、押出部材２００が収容部材１００から引き抜かれ、収容部材１００は廃棄される。
以下、押出部材２００の収容部材１００への装着から順に説明する。
【００７５】
　（１）押出部材２００の収容部材１００への装着
　まず、押出部材２００を収容部材１００に対して装着する。具体的に、押出軸部２２０
と規制部１２０との角度関係が、脚部２７０が回避部１４１内に位置する角度関係（図１
２～図１４の角度関係）の状態において、押出軸部２２０を押出方向に沿って収容部材１
００内に挿入する。このとき、図１４に示されるように、押出軸部２２０の先端部２２１
の規制部１２０内への挿入の開始以降、周方向に９０度間隔で互いに離間する４つの圧接
部２５０が規制部１２０の内周面１２７ａに対して同時に圧接し続ける。よって、収容部
材１００に対する押出部材２００の前記軸直交方向への変位（がたつき）や、押出軸部２
２０の中心軸の収容部１１０の中心軸に対する傾きが抑制される。したがって、特に不安
定となりやすい装着時の収容部材１００に対する押出部材２００の挿入姿勢が安定する。
【００７６】
　また、本実施形態では、収容部１１０の内周面は、押出軸部２２０が押出方向に沿って
変位する間に各圧接部２５０から軸直交方向に離間する形状を有するので、複数の圧接部
２５０は、前記装着時において規制部１２０を通過する間は当該規制部１２０の内周面１
２７ａに対して同時に圧接する一方、規制部１２０を通過した後の押込操作時には、収容
部１１０の内周面に対して同時に圧接しない。よって、前記装着時における収容部材１０
０に対する押出部材２００の挿入姿勢が安定し、かつ、各圧接部２５０が規制部１２０を
通過した後の押込操作時における押出部材２００の収容部１１０内への挿入抵抗の増大が
抑制される。
【００７７】
　そして、最先端膨出部２３２ｆが下段受け部１２３に当接することによりそれ以上の押
出部材２００の押込操作が規制され、これにより前記装着が完了する。なお、このとき、
押出方向について最先端膨出部２３２ｆの１つ後方に位置する膨出部２３２（第２膨出部
群のうち押出方向について最も先端側に位置する膨出部２３２）は、上段受け部１２４に
当接しない。本実施形態では、最先端膨出部２３２ｆが下段受け部１２３に当接するまで
各圧接部２５０が規制部１２０の内周面１２７ａに同時に圧接し続ける。また、第１隆起
部２６１の前記先端部も、下段側包囲部１２８の内周面１２７ａに圧接する。
【００７８】
　ここで、前記装着の完了時（図１５を参照）、最先端膨出部２３２ｆ、つまり、突起２
３３及び張出部２３４の双方が下段受け部１２３に当接するので、下段受け部１２３に当
接する部位の面積が十分に確保される。このため、装着完了後に押出部材２００が誤って
そのまま押込操作されることが有効に抑制され、かつ、装着完了時に突起２３３が下段受
け部１２３から受ける反力が低減されるので、突起２３３の破損も抑制される。なお、図
１５は、前記装着完了時を示したものではないが、膨出部２３２と受け部１２２との位置
関係は、前記装着完了時のそれと同じである。
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【００７９】
　また、前記装着の完了時に、押出軸部２２０の先端部２２１が栓部材１８０の嵌合部１
８２に嵌合する。
【００８０】
　そして、キャップ５００を取り外す。なお、キャップ５００は、前記装着の前に取り外
されてもよい。
【００８１】
　（２）収容体４００の押出し
　（２－１）１回目の押込位置までの回転操作
　前記装着後、最先端膨出部２３２ｆが下段受け部１２３に当接している。この状態から
押出部材２００を回転操作する（押出部材２００を収容部材１００に対して前記周方向に
相対変位させる）。本実施形態では、押出部材２００を正回転方向（平面視において右回
り）に、すなわち、最先端膨出部２３２ｆが回避部１４１に近づく方向に回転させる。こ
の回転操作時、隆起部２６０は、規制部１２０の内周面１２７ａに圧接し続ける。具体的
に、前記回転操作時、第１隆起部２６１は、下段側包囲部１２８の内周面１２７ａに圧接
し続け、第２隆起部２６２は、上段側包囲部１２９の内周面１２７ａに圧接し続ける。そ
して、張出部２３４のうち正回転方向の先端側の部位が第１段部１２５と上段側包囲部１
２９との境界に当接すると、それ以降の押出部材２００の回転操作時に前記境界が張出部
２３４を径方向の内向きに押圧し続ける。つまり、本実施形態では、第１段部１２５と上
段側包囲部１２９との境界が膨出部２３２を径方向の内向きに押圧する「膨出部押圧部１
４２（張出部押圧部１４２）」を構成する。なお、膨出部押圧部１４２の押出方向の寸法
は、各突起２３３間の中心軸方向の寸法以下に設定されている。本実施形態では、張出部
２３４の膨出部押圧部１４２への当接以降、押出部材２００の回転操作に伴って撓み片２
３１の撓み（突起２３３の径方向の内側への変位量）が次第に大きくなる。
【００８２】
　そして、最先端膨出部２３２ｆの突起２３３（１次挿入突起２３３ａ）が第１段部１２
５に当接することによりそれ以上の押出部材２００の正回転方向への回転操作が規制され
、これにより回転操作が完了する。このとき、図１６～図１８に示されるように、１次挿
入突起２３３ａが回避部１４１内に収まる。このため、押出部材２００の押出方向への押
込操作が可能となる。このように、本押出器具では、収容体４００を押し出すための押出
軸部２２０に１回の押込操作を規定可能な押込位置規定部２３０が接続されており、規制
部１２０がその押込位置規定部２３０を前記軸直交方向の内側に向かって押圧可能な形状
を有する膨出部押圧部１４２を有しているので、押出部材２００の構造を簡素化しながら
複数回に分けて収容体４００を押し出すことが可能となる。
【００８３】
　本実施形態では、前記回転操作の完了時、各隆起部２６１，２６２が凹部１４３，１４
４に嵌まり込むので、操作者にいわゆるクリック感が付与される。具体的に、１次挿入突
起２３３ａが下段受け部１２３に当接した状態（前記装着が終了した状態）から当該１次
挿入突起２３３ａが回避部１４１内に収まるまで押出部材２００が回転操作される間、各
隆起部２６１，２６２が規制部１２０の内周面１２７ａに圧接し続けるので、操作者はこ
の間の回転操作に抵抗を感じる一方、１次挿入突起２３３ａが回避部１４１内に収まった
とき（押込操作が可能となったとき）、各隆起部２６１，２６２が各凹部１４３，１４４
に嵌まり込むので、前記抵抗が低減される。この回転操作時の抵抗の変化（低減）が、操
作者にクリック感として伝わる。よって、操作者は、押出部材２００の押込操作が可能と
なったことを明確に認識することができる。
【００８４】
　また、本実施形態では、各隆起部２６１，２６２は、正回転方向と逆方向に向かうにし
たがって次第に押出軸部２２０の外周面からの突出量が増加する形状を有するので、各隆
起部２６１，２６２が各凹部１４３，１４４に嵌まり込んだ状態から押出部材２００を正
回転方向に回転操作するときの抵抗よりも当該押出部材２００を正回転方向と逆方向に回
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転操作するときの抵抗の方が大きくなる。このため、各隆起部２６１，２６２が各凹部１
４３，１４４に嵌まり込んだ状態から押出部材２００が前記逆方向に回転操作されること
が抑制される。
【００８５】
　また、本実施形態では、突起２３３の押出軸部２２０の外周面からの突出量が、張出部
２３４のそれよりも大きく設定されているので、撓み片２３１の撓み、つまり、撓み片２
３１と押出軸部２２０との境界に生じる曲げ応力の増大を抑制しながら、押込位置を有効
に規定することができる。具体的に、撓み片２３１の先端部（自由端側の端部）、つまり
、撓み片２３１のうち撓みの最も大きな部位に相対的に突出量の大きな突起２３３が接続
され、撓み片２３１のうち基端部（固定端側の端部）と前記先端部との間の部位、つまり
、撓み片２３１のうち前記先端部よりも撓みの小さな部位に相対的に突出量の小さな張出
部２３４が接続されているので、膨出部２３２全体を規制部１２０の内側縁部１２１より
も前記軸直交方向の内側に変位させるのに必要な撓み片２３１の撓みの増大を抑制しなが
ら、押出軸部２２０が押出方向に変位したときの膨出部２３２と受け部１２２との接触面
積を有効に確保することによって押込位置を有効に規定することができる。
【００８６】
　本実施形態では、前記回転操作の完了時、２次挿入突起２３３ｂは、下段受け部１２３
と押出方向に重なり、３次挿入突起２３３ｃは、上段受け部１２４と押出方向に重なる。
【００８７】
　そして、吐出部１６０の当接部１６４を被付着面Ｓに当接させる。このとき、すべての
当接部１６４が被付着面Ｓに対して同時に当接するので、これら当接部１６４を被付着面
Ｓに当接させたときの押出器具の姿勢が安定する。より具体的には、各隙間形成部１６３
の先端である当接面は、被付着面Ｓに対して面接触可能な平面に形成されていることから
、各当接面と被付着面Ｓとの接触面積が確保される。よって、これら当接面を被付着面Ｓ
に当接させたときの押出器具の姿勢が安定する。この状態において、被付着面Ｓのうち当
接部１６４よりも外側に、収容体４００（粘着体４００）を吐出可能な吐出領域が形成さ
れる。なお、当接部１６４の被付着面Ｓへの当接は、前記回転操作の前、あるいは、前記
回転操作中に行われてもよい。
【００８８】
　（２－２）１回目の押込操作
　前記回転操作の終了時、１次挿入突起２３３ａが回避部１４１内に収まっている。この
状態において、押出部材２００の押込操作（押出部材２００を押出方向に沿って押し込む
操作）を行う。そうすると、押出軸部２２０によって栓部材１８０が押出方向に沿って押
圧され、それにより収容体４００が吐出部１６０から吐出領域に吐出される。具体的に、
収容部１１０内の収容体４００は、押出方向に沿って区画部１６１内の流出口から流出し
た後、被付着面Ｓのうち当接部１６４の内側の領域に接触する。その後も押出部材２００
を押込み続けると、収容体４００は、図２１に示されるように、被付着面Ｓのうち当接部
１６４よりも外側に形成される吐出領域に向かって、前記周方向に間欠的に並ぶ複数の隙
間Ｃのみから放射状に吐出される。詳細には、粘着体４００は、各隙間形成部１６３が存
在する領域では、当接部１６４の外側に向かって被付着面Ｓ上を流動するのを遮られる一
方、隙間Ｃが形成されている領域では、この隙間Ｃを通じて被付着面Ｓに沿って外側に向
かって流出することが許容される。より詳細には、粘着体４００は、各隙間形成部１６３
が存在する領域では、隙間形成部１６３の内側面１６３ａによってこの隙間形成部１６３
の前記周方向の両側に形成された両隙間Ｃに向けて案内され、隙間Ｃが形成された領域で
は、当接部１６４の内側の領域から当該隙間Ｃに向かって流動するものと当該隙間Ｃの両
側の内側面１６３ａによって当該隙間Ｃに案内されたものとが合流しながら、隙間Ｃを通
じて被付着面Ｓに沿って外側に向かって広がるように流動する。なお、図２１では、説明
のため、単一の隙間Ｃから吐出された収容体４００のみが示されている。
【００８９】
　引き続き押出部材２００の押込操作が継続されることにより、各隙間Ｃを通じて当接部
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１６４の外側に流出した粘着体４００は、図２２に示されるように、前記吐出領域上を被
付着面Ｓに沿ってさらに外側に向かって流動しながら被付着面Ｓから隆起する形状となる
。なお、図２２においても、単一の隙間Ｃから吐出された収容体４００のみが示されてい
る。
【００９０】
　この押込操作が行われている間、栓部材１８０は、密着部１８１の外周面を収容部１１
０の内周面に密着させながら押出方向に沿って収容部１１０に対して相対変位する。よっ
て、栓部材１８０を収容部１１０から取り外すことなく当該栓部材１８０を押出方向に沿
って押出部材２００で押し込むことにより、収容部１１０内の密封状態を維持しながら収
容体４００を押し出すことができる。
【００９１】
　また、前記押込操作が行われている間、押出軸部２２０は、押出軸部２２０のうち押出
方向に互いに離間する２箇所で収容部材１００により支持されるので、押込操作時の押出
部材２００の姿勢が安定する。具体的に、押出軸部２２０の先端部２２１は、栓部材１８
０の嵌合部１８２及び密着部１８１を介して収容部１１０に密着し、かつ、押出軸部２２
０の他の部位の一部は規制部１２０の内周面１２７ａに接するので、収容部材１００に対
する押出部材２００の径方向（軸直交方向）への変位や、押出軸部２２０の中心軸の収容
部１１０の中心軸に対する傾きが抑制される。
【００９２】
　さらに、この押込操作中は、各隆起部２６１，２６２が各凹部１４３，１４４に嵌まり
込んだ状態が維持されるので、押出部材の押込み姿勢がさらに安定する。
【００９３】
　そして、最先端膨出部２３２ｆの突起２３３が回避部１４１を通過し、１次挿入突起２
３３ａ（第２膨出部群のうち最も押出方向の先端側に位置する突起２３３）を含む膨出部
２３２が下段受け部１２３に当接するとともに２次挿入突起２３３ｂ（第１膨出部群のう
ち最先端膨出部２３２ｆよりも押出方向について１つ後方に位置する突起２３３）を含む
膨出部２３２が上段受け部１２４に当接することにより、それ以上の押出部材２００の押
込操作が規制され、これにより前記押込操作が完了する。このとき、１次挿入突起２３３
ａを含む膨出部２３２が下段受け部１２３で受けられるとともに２次挿入突起２３３ｂを
含む膨出部２３２が上段受け部１２４で受けられるので、前記装着時のように最先端膨出
部２３２ｆのみが下段受け部１２３により受けられる場合に比べ、各膨出部２３２が受け
部１２２に当接した際に当該膨出部２３２が受け部１２２から受ける反力が低減される。
よって、各膨出部２３２（突起２３３）の破損が抑制される。
【００９４】
　また、押込操作の終了時、図４及び図１９に示されるように、撓み片２３１は、当該撓
み片２３１に外力が作用していない定常状態に弾性復帰する。具体的に、本実施形態では
、膨出部押圧部１４２の押出方向の寸法は、各突起２３３間の中心軸方向の寸法以下に設
定されており、しかも、第２傾斜部１３２及び円弧部１３３は、突起２３３から径方向に
離間する形状を有するので、押込操作の終了後、膨出部押圧部１４２による最先端膨出部
２３２ｆの押圧が解除され、撓み片２３１は定常状態に弾性復帰する。よって、押込操作
の終了後における撓み片２３１のクリープ変形が抑制される。
【００９５】
　また、本実施形態では、１回目の押込操作のストロークが２回目以降の押込操作のスト
ロークよりも長くなるように各膨出部２３２の配置が設定されているので、１回目の押込
操作により収容部材１００から押し出される収容体４００の量が２回目以降の押込操作に
より収容部材１００から押し出される収容体４００の量よりも多くなる。よって、収容部
１１０への収容体４００の充填量の僅かなばらつきに起因して１回目の押込操作による押
出し量が２回目以降の押込操作による押出し量よりも少なくなることが抑制される。この
ため、各回の押込操作時の収容体４００の押出し量が所定量以上に確保される。
【００９６】
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　そして、押込操作の終了により、被付着面Ｓのうち当接部１６４の外側の吐出領域には
、複数箇所（本実施形態では６箇所）に前記吐出方向と平行な方向に延びる形状（例えば
花びら状）に粘着体４００が付着する。
【００９７】
　ここで、図２１及び図２２に示される状態では、互いに隣接する２つの隙間Ｃから被付
着面Ｓに沿って外側に向かって吐出された収容体４００は、両隙間Ｃ間に位置する隙間形
成部１６３の外側に回り込むように流動することによって当該隙間形成部１６３の外側面
１６３ｂに接触している。この状態から、押出方向と反対方向に向かって（図２２の上向
きに）吐出部１６０を変位させることにより当該吐出部１６０を被付着面Ｓから離間させ
ると、図２３に示されるように、被付着面Ｓ上に付着体４５０が形成される。本実施形態
では、花を模した形状に付着体４５０が形成される。なお、このときに本押出器具を保管
する場合、図３に示されるように、載置台３００に立てられる。
【００９８】
　このように、本押出器具では、被付着面Ｓのうち当接部１６４よりも外側に前記吐出領
域が形成されるので、押出方向と直交する軸直交方向の寸法を大型化しなくても収容体４
００を吐出可能な吐出面積が当接部１６４の外側の吐出領域に確保され、しかも、その吐
出領域に向かって、つまり前記吐出方向に沿って収容体４００が隙間Ｃを介して被付着面
Ｓ上を広がるように流動するので、押出部材２００の押込み量（収容体４００の吐出量）
を調整することによって、当接部１６４の外側の吐出領域において、収容体４００を様々
な形状に変化させることが可能となる。換言すれば、被付着面Ｓのうち当接部１６４の外
側に前記吐出領域を形成し、かつ、隙間Ｃを介してその吐出領域に向かうように被付着面
Ｓに沿って外側に向かって収容体４００を吐出させることにより、軸直交方向への大型化
の回避と付着体４５０の外形の柔軟な変更との双方が達成される。
【００９９】
　また、本押出器具では、隙間Ｃを介して被付着面Ｓ上を外側に向かって広がるように流
動する収容体４００は、規定面１６５に接触する。本実施形態では、規定面１６５は、前
記当接状態において外側に向かうにしたがって被付着面Ｓに近付くように傾斜する形状を
有するので、隙間Ｃを介して外側に向かって広がる収容体４００は、規定面１６５によっ
て被付着面Ｓに向かって押し付けられるような誘導を受ける。このため、被付着面Ｓ上を
前記吐出方向に沿って広がるように流動する収容体４００が被付着面Ｓから受ける摩擦抵
抗が大きくなる。よって、収容体４００の被付着面Ｓへの付着性が向上する。また、隙間
Ｃを介して被付着面Ｓ上を外側に向かって広がるように流動する収容体４００は、規定面
１６５に接触すると同時に対向面１６３ｃにも接触する。本実施形態では、対向面１６３
ｃは、前記吐出方向と平行な方向について内側から外側に向かうにしたがって次第に隙間
Ｃを大きくする形状に設定されているので、各隙間Ｃを介して被付着面Ｓに沿って当接部
１６４の外側に吐出される収容体４００の体積が増加する。よって、収容体４００と被付
着面Ｓとの接触面積が大きくなるので、収容体４００の被付着面Ｓへの付着性が一層向上
する。
【０１００】
　また、吐出部１６０を被付着面Ｓから離間させるとき、収容体４００には隙間形成部１
６３の外側面１６３ｂに沿ってせん断抵抗が作用する。より具体的には、前記せん断抵抗
は、各外側面１６３ｂを含むとともに前記周方向の全域にわたって連続する面に沿って作
用する。そのため、当該付着体４５０には、隙間形成部１６３の外側面１６３ｂに接触し
ていた部位に加えて、前記周方向に互いに隣接する外側面１６３ｂ間に位置する部位にも
、被付着面Ｓに向かうにしたがって次第に内側に向かう形状の内側面が形成される。よっ
て、例えば便器の内面に付着体４５０が形成され、当該付着体４５０に水流が衝突した場
合であっても、付着体４５０の内側面に前記水流が衝突することによって当該内側面が前
記水流から受ける抵抗が抑制されるので、付着体４５０のうち前記内側面から下流側に存
在するものの便器の内面（被付着面Ｓ）からの離脱が抑制される。
【０１０１】
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　また、本実施形態では、隙間形成部１６３は、内側に向かって凸となるように湾曲する
形状の内側面１６３ａを有するので、各隙間形成部１６３の内側で被付着面Ｓに接触した
後に当接部１６４の外側の吐出領域に向かう収容体４００は、隙間形成部１６３の内側面
１６３ａによって当該内側面１６３ａの周方向の両側の隙間Ｃにスムーズに誘導される。
【０１０２】
　（２－３）押込操作後の回転操作（２回目以降の回転操作）
　ここでは、上記（２－１）で説明した内容と異なる内容についてのみ説明し、上記（２
－１）と同様の内容については省略する。
【０１０３】
　前記押込操作の終了時（図３、図１９等で示される突起２３３と規制部１２０との関係
と同じ状態）から、押出部材２００を正回転方向に１８０度回転操作する。
【０１０４】
　この回転操作時には、回避部１４１を通過した突起２３３が第２傾斜部１３２及び円弧
部１３３の内側を押出軸部２２０の中心軸回りに回転する。本実施形態では、第２傾斜部
１３２及び円弧部１３３は、押出軸部２２０が中心軸回りに回転する間（押出部材２００
が回転操作される間）に突起２３３が描く軌跡から径方向に退避する形状を有するので、
この回転操作中において、突起２３３の規制部１２０への接触が回避される（図２０を参
照）。よって、押込操作の終了後から次の押込操作が可能となるまで押出部材が正回転方
向に１８０度回転操作される間、撓み片２３１の撓み変形の解除状態が維持されるので、
撓み片２３１のクリープ変形がより確実に抑制される。
【０１０５】
　（３）押出部材２００の引抜操作
　本押出器具では、上記の要領で回転操作及び押込操作が交互に繰り返されることによっ
て収容部１１０内の収容体４００が全て押し出されると、すなわち、８回の押出しが行わ
れると、粘着体カートリッジ２０は使用済みとなる。
【０１０６】
　その後、収容部材１００から押出部材２００が押出方向と反対方向に引き抜かれる。こ
こで、各突起２３３は、撓み片２３１に接続されており、規制部１２０は、突起押圧部（
各傾斜部１３１，１３２）を有しているため、収容部材１００から押出部材２００を容易
に引き抜くことが可能となる。具体的に、収容部１１０内から押出軸部２２０を押出方向
と反対方向に引き抜く際に、突起押圧部が突起２３３を径方向の内側に向かって押圧する
ことによって撓み片２３１が撓み変形し、これにより突起２３３が包囲部１２７の内周面
１２７ａ（内側縁部１２１）よりも内側まで変位する。よって、規制部１２０と押出軸部
２２０との角度関係にかかわらず、押出部材２００を押出方向と反対方向に引き抜くこと
により押出部材２００が引き抜かれる。
【０１０７】
　また、各撓み片２３１は、押出軸部２２０から周方向に沿って延びる形状を有し、各撓
み片２３１の前記周方向の寸法は、撓み片２３１の前記中心軸方向の寸法よりも大きく設
定されている。よって、押出軸部２２０の前記中心軸方向への著しい大型化を回避しなが
ら、押出軸部２２０の中心軸方向に沿って複数の突起２３３を配置することと、押出部材
２００の引抜操作に必要な力を小さくすることと、が可能となる。具体的に、各撓み片２
３１の前記周方向の寸法は、当該撓み片２３１の前記中心軸方向の寸法よりも大きく設定
されているので、複数の突起２３３を前記中心軸方向に沿って並べるときの押出軸部２２
０の前記中心軸方向への大型化が回避され、しかも、各撓み片２３１は、前記周方向の一
端側で押出軸部２２０につながる形状を有するので、各撓み片２３１が前記中心軸方向の
一端側で押出軸部２２０につながる形状を有する場合に比べ、各撓み片２３１のうち押出
軸部２２０と突起２３３とを結ぶ方向（周方向）の寸法を大きく確保すること、すなわち
、各突起２３３を径方向の内側へ変位させるのに必要な力を低減することが可能となる。
【０１０８】
　また、各突起２３３は、押出方向に向かうにしたがって押出軸部２２０の外周面からの
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突出量が次第に大きくなる形状を有するので、収容部材１００から押出部材２００をより
容易に引き抜くことが可能となる。具体的に、押出部材２００を収容部材１００から引き
抜く引抜操作時には、押出軸部２２０が押出方向と反対方向に変位するにしたがって、突
起２３３が突起押圧部（各傾斜部１３１，１３２）によって径方向の内向きに徐々に押圧
されるので、つまり、撓み片２３１の撓み（引き抜き抵抗）が徐々に増加するので、収容
部材１００からの押出部材２００の引抜操作が容易になる。
【０１０９】
　さらに、各突起２３３は、撓み片２３１の固定端側から自由端側に（正回転方向と反対
方向に）向かうにしたがって押出軸部２２０の外周面からの突出量が次第に小さくなる形
状を有するので、押出部材２００の引抜操作時における突起２３３と突起押圧部との接触
面積が小さくなる。よって、押出部材２００を収容部材１００から一層容易に引き抜くこ
とができる。
【０１１０】
　また、本実施形態では、突起押圧部は、押出方向と反対方向に向かうにしたがって次第
に径方向の内側に向かうように傾斜する形状を有している。このため、押出軸部２２０が
押出方向と反対方向に変位するにしたがって、突起２３３が突起押圧部によって径方向の
内向きに徐々に押圧されるので、つまり、撓み片２３１の撓み（引き抜き抵抗）が徐々に
増加するので、収容部材１００からの押出部材２００の引抜操作がさらに容易になる。ま
た、突起押圧部は、回避部１４１を除いて周方向に連続的につながる形状を有するので、
規制部１２０と押出軸部２２０との角度関係にかかわらず、押出部材２００の引抜操作が
容易になる。
【０１１１】
　また、本実施形態では、押出軸部２２０の内周面に阻止部２４０が接続されているので
、前記引抜操作時における撓み片２３１の破損を抑制しながら、撓み片２３１の長手方向
（押出軸部２２０と突起２３３とを結ぶ方向）の寸法を大きくすることによって押出部材
２００を収容部材１００から引き抜くときの引き抜き抵抗を低減することができる。具体
的に、図１８に示されるように、突起２３３の正回転方向の後端部が阻止部２４０に当接
することによって当該突起２３３が押出軸部２２０の外周面よりも径方向の内側へ完全に
没入することが阻止されるので、撓み片２３１の長手方向の寸法を大きくした場合であっ
ても、撓み片２３１の撓み、つまり、撓み片２３１と押出軸部２２０との境界に生じる曲
げ応力の増大が抑制される。よって、撓み片２３１の長手方向の寸法を大きくすることに
よる前記引き抜き抵抗の低減と、撓み片２３１と押出軸部２２０との境界に生じる曲げ応
力の増大の抑制による撓み片２３１の破損の抑制と、を両立することができる。
【０１１２】
　また、各撓み片２３１は、当該撓み片２３１の押出方向の先端部と先端側対向部２２３
との隙間ｈ１よりも当該撓み片２３１の押出方向の後端部と後端側対向部２２４との隙間
ｈ２を小さくする形状を有する。よって、押出部材２００の押込操作により突起２３３が
受け部１２２に当接したときに当該押出部材２００のそれ以上の押込みが有効に抑制され
、かつ、押出部材２００を収容部材１００から引き抜く際の引き抜き抵抗が有効に低減さ
れる。具体的に、撓み片２３１の押出方向の先端部と先端側対向部２２３との隙間ｈ１よ
りも撓み片２３１の押出方向の後端部と後端側対向部２２４との隙間ｈ２の方が小さいの
で、両隙間の大きさが同じである場合に比べ、突起２３３の受け部１２２への当接時に当
該突起２３３が受け部１２２から反力を受けたときの撓み片２３１の押出方向と反対方向
への変位量が小さくなり、かつ、押出部材２００を収容部材１００から引き抜く際の撓み
片２３１の押出方向への変位量（撓み）が大きく確保される。
【０１１３】
　そして、押出部材２００の引抜操作後、収容部材１００及びキャップ５００は廃棄され
る。一方、押出部材２００及び載置台３００は、別の粘着体カートリッジ２０の使用時に
再利用されることが可能である。
【０１１４】
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　なお、今回開示された上記実施形態は、すべての点で例示であって制限的なものではな
いと考えられるべきである。本発明の範囲は、上記した実施形態の説明ではなく特許請求
の範囲によって示され、さらに特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変
更が含まれる。
【０１１５】
　例えば、収容部材１００からの収容体４００の押出しは、複数回に分けて行われるもの
に限られない。すなわち、押込位置規定部２３０は、省略されてもよい。
【０１１６】
　また、受け部１２２の構造は、上記実施形態の例に限られない。例えば、受け部１２２
の上段受け部１２４が省略され、受け部１２２が下段受け部１２３のみにより構成されて
もよい。
【０１１７】
　また、収容部材１００の構造は、上記実施形態の例に限られない。例えば、規制部１２
０（受入部１２０）が省略され、収容部１１０の上端部が「受入部」を構成してもよい。
この場合、各圧接部２５０は、押出軸部２２０の先端部２２１が押出方向に沿って収容部
１１０の上端部（受入部）内に挿入されてから当該先端部２２１が収容部１１０内に所定
ストローク挿入される間、前記受入部の内周面に対して同時に圧接し続ける形状に設定さ
れる。
【０１１８】
　また、複数の圧接部２５０の数や各圧接部２５０と押出軸部２２０との位置関係は、上
記実施形態の例に限られない。複数の圧接部２５０の数は、３以上の任意の数に設定され
ることが可能であり、これらの圧接部２５０は、押出軸部２２０のうち前記周方向に互い
に１８０度未満の間隔で離間する部位であれば、任意の部位に設けられることが可能であ
る。
【０１１９】
　また、押出軸部２２０及び収容部１１０の形状は、円筒状に限られない。押出軸部２２
０が収容部１１０内に挿通可能であれば、押出軸部２２０及び収容部１１０は、多角筒状
等に形成されてもよい。
【０１２０】
　また、吐出部１６０の構造は、上記実施形態の例に限られない。例えば、吐出部１６０
は、特許文献１に記載されるように、オリフィスのみ、あるいは、オリフィスとシュラウ
ドとを組み合わせた構造としてもよい。
【符号の説明】
【０１２１】
　１００　　収容部材
　１１０　　収容部
　１２０　　規制部（受入部）
　１２１　　内側縁部
　１２２　　受け部
　１２３　　下段受け部
　１２４　　上段受け部
　１２７　　包囲部
　１２７ａ　内周面
　１３０　　傾斜部（突起押圧部、第１突出部押圧部）
　１４１　　回避部
　１４２　　膨出部押圧部（張出部押圧部）
　１４３　　凹部
　１４４　　凹部
　１６０　　吐出部
　１６１　　区画部
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　１６２　　接続部
　１６３　　隙間形成部
　１６３ａ　内側面
　１６３ｂ　外側面
　１６３ｃ　対向面
　１６４　　先端（当接部、当接面）
　１６５　　規定面
　１８０　　栓部材（収容体押圧部材）
　１８１　　密着部
　１８２　　嵌合部
　１８３　　収容体押圧部
　２００　　押出部材
　２１０　　把持部
　２２０　　押出軸部
　２２１　　先端部
　２２２　　開口
　２３０　　押込位置規定部
　２３１　　撓み片
　２３２　　膨出部
　２３３　　第１突出部（突起）
　２３３ａ　１次挿入突起
　２３３ｂ　２次挿入突起
　２３３ｃ　３次挿入突起
　２３４　　第２突出部（張出部）
　２４０　　阻止部
　２５０　　圧接部
　２６０　　隆起部
　３００　　載置台
　４００　　収容体（粘着体）
　４５０　　付着体
　５００　　キャップ
　　　Ｃ　　隙間
　　　Ｓ　　被付着面
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